






























































































































































































































































年１月 28 日参議院本会議・吉田 茂内閣総理大臣答弁）








（1951 年２月 16日衆議院予算委員会・吉田 茂内閣総理大臣答弁）
③ 第３．保安隊・警備隊への拡大と解釈変更
そして，平和条約（サンフランシスコ講和条約）の締結にともない，警察予











































































で，機会を見て憲法改正を考えたいと思っている。」（1954 年 12月 22 日衆議
院予算委員会・大村清一防衛庁長官答弁）
⑤ 54 年解釈の確定































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































してきた。本年は設立後 56年（警察予備隊の創設からは 60 年。なお，それら
と不可分に関連する日米安保条約は 50 年，旧条約からは 58 年）となるが，そ
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の間，自衛隊の合憲性が争われた事件で裁判所が正面から司法判断をおこなっ
たのは全く稀であった。そのため，憲法学説上は自衛隊違憲が通説であること
に変化がないにもかかわらず，裁判においては，自衛隊は憲法上の非難・追及
をほとんど受けることなく来た。また，政府は，わが国近辺に「仮想敵国」を
次々と設定して，軍事組織をもつことは当然とする世論づくりに成功しつづけ
ているようにも見える。こうして，自衛隊は日本社会に根を下ろしてしまった
がごとくである。――しかしながら，法律家は，そうしたことから自由でなく
てはなるまい。法律家には，裸の王様を見て裸だと言う，憲法の外に出てしまっ
た自衛隊は違憲だと言う，曇らない子どもの目をもつことが，今求められてい
る。
この裁判では，裁判所に，違憲審査に踏み切ることが期待されている。つま
り，法律問題以下の争点で紛争を処理するのではなく，憲法判断に入ってこの
問題を解決することが求められていると考える。もとより，わが国の違憲審査
制は憲法裁判制ではなく司法審査制であって，職業裁判官である裁判官には，
政治部門に対して一般的に謙抑の姿勢をもつことが求められる。しかしなが
ら，違憲のものをそれにもかかわらず違憲と判断しないことは，違憲審査権を
憲法によって託された裁判所に許されることではない。わが国裁判所，とくに
最高裁判所は，こうした司法消極主義を行き過ぎた形で身に付けているといわ
ざるをえない。それは，結局のところ，政府の行為を追認する作用を果たすだ
けであり，憲法を保障することにも，肝心の人権を擁護することにも資さない
のであって，今こそ，こうした姿勢に根本的な見直しを加える必要があろう。
本件でもまた，自衛隊の存在と活動について，その憲法適合性を深く解明す
ることなしには，紛争を根本的に解決し，人権を擁護することは不可能である。
その際，裁判所に求められるものは，あくまでも法的判断である。今裁判の俎
上にのぼっている事件はすぐれて政治的な性格をもった紛争であるが，裁判所
がなすべきは政治的判断ではなく，もっぱら憲法の意味するところを探求し，
それを当該事案にあてはめて法的判断を下すことである。とすれば，そこで政
治部門に対して右顧左眄する必要は，何もない。今，裁判所が勇気をもって違
憲審査権の行使に踏み切ることを，多くの人々は期待していると思う。
自衛隊とその「情報保全」活動の違憲性(2・完)
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この期待に応えて，御庁が，基本的人権を守り憲法を保障することに資する
歴史的判決を示されることを信じて，この意見書を結ぶ。
以 上
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